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平成 17 年 8月期 個別中間財務諸表の概要           平成17年 4月 14日 
 
上 場 会 社 名   株式会社サンエー・インターナショナル     上場取引所 東証第2部 

コ ー ド 番 号   3605                        本社所在都道府県 東京都 

（Ｕ   Ｒ   Ｌ      http://www.sanei.net） 

代 表 者   役職名 代表取締役社長    氏名 三宅正彦 

問 合 せ 先 責 任 者   役職名 取締役経営管理本部長 氏名 中道 昇 TEL(03)5467-9910(広報課長岡田良也)  

中間決算取締役会開催日  平成17年 4月14日 中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日    平成─年─月─日 単元株制度採用の有無 有（1単元 100株） 

 

１．平成17年2月中間期の業績(平成16年9月1日～平成17年2月28日) 

(１)経営成績 （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

    百万円    ％    百万円    ％    百万円    ％ 

平成17年2月中間期 43,378    4.3 2,873   △44.4 2,812  △44.0 

平成16年2月中間期   41,596    9.5 5,171   124.7 5,025   154.0 

平成16年8月期 80,355     7,116     6,681      

 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

    百万円    ％      円    銭

平成17年2月中間期 1,195  △48.5 81    45 

平成16年2月中間期 2,320   129.1 160    87 

平成16年8月期 2,456     164    67 

(注) ①期中平均株式数 17年2月中間期 14,679,921株 16年2月中間期 14,427,253株 16年8月期 14,554,317株 
②会計処理の方法の変更  無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は対前年中間期増減率 

 

(２)配当状況 

 1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

      円   銭      円   銭

平成17年2月中間期 0   00 ─ 

平成16年2月中間期 0   00 ─ 

   平成16年8月期 ─ 30   00 

 

(３)財政状態 

 

(注) ①期末発行済株式数 17年2月中間期 14,679,881株 16年2月中間期 14,680,000株 16年8月期 14,680,000株 
②期末自己株式数 17年2月中間期119株 16年2月中間期─株 16年8月期─株 

 

２．平成17年8月期の業績予想(平成16年9月1日～平成17年8月31日) 

1株当たり年間配当金
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

期末  

      百万円      百万円      百万円   円 銭  円 銭

通   期 89,000 5,350 2,500 30  00 30 00

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期） 170円 30銭 

（注） 本資料に記載されている当社の業績見通しは、本資料の日付時点において入手可能な情報による判断及び仮定を前

提にしており、実際の業績は様々な要因によって異なる場合があります。 

 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

      百万円      百万円     ％     円   銭

平成17年2月中間期 39,933 15,715 39.4 1,070   57

平成16年2月中間期 38,457 14,881 38.7 1,013   69

   平成16年8月期 39,532 15,019 38.0 1,019   01



                                                  2005-008 
 

 2

中間貸借対照表 
（単位：千円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成16年２月29日現在） （平成17年２月28日現在） （平成16年８月31日現在） 

期別
 
 
 
科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（資産の部）  ％ ％  ％

Ⅰ 流動資産    

  1. 現金及び預金   7,328,422 5,917,835  8,992,454

  2. 受取手形 ※6  66,495 39,384  3,981

  3. 売掛金   7,277,645 6,057,727  6,281,014

  4. たな卸資産   5,327,465 6,605,980  6,213,033

  5. 繰延税金資産   951,770 854,023  1,098,772

  6. その他   1,396,147 1,519,321  870,983

     貸倒引当金   △62,000 △80,000  △49,000

     流動資産合計   22,285,946 57.9 20,914,272 52.4  23,411,240 59.2

Ⅱ 固定資産    

  1. 有形固定資産 ※1   

   (1) 建物 ※2 2,247,662 2,929,121 2,597,190 

   (2) 土地 ※2 2,178,770 1,291,750 1,291,832 

   (3) その他  908,669 5,335,101 1,091,191 5,312,062 1,018,443 4,907,465

  2. 無形固定資産   140,977 133,939  135,892

  3. 投資その他の資産    

   (1) 関係会社株式  ― 3,001,855 1,052,830 

   (2) 敷金保証金 ※2 7,272,794 7,771,072 7,364,145 

   (3) 繰延税金資産  580,616 1,207,241 990,283 

   (4) その他  3,313,208 2,434,868 2,391,767 

       貸倒引当金  △260,131 △796,748 △337,211 

       投資損失引当金  △210,983 10,695,503 △45,000 13,573,288 △383,918 11,077,895

     固定資産合計   16,171,583 42.1 19,019,291 47.6  16,121,254 40.8

Ⅲ 繰延資産   218 0.0 57 0.0  132 0.0

     資産合計   38,457,748 100.0 39,933,622 100.0  39,532,626 100.0
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（単位：千円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度 
要約貸借対照表 

（平成16年２月29日現在） （平成17年２月28日現在） （平成16年８月31日現在） 

期別
 
 
 
科目 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

（負債の部）  ％ ％  ％

Ⅰ 流動負債    

  1. 支払手形   8,184,030 8,812,049  7,137,631

  2. 買掛金   3,109,636 3,876,160  3,750,146

  3. 短期借入金   200,000 ―  200,000

  4. １年内返済予定の 

長期借入金 
※2  1,970,000 1,967,500  2,196,000

  5. １年内償還予定の  

社債 
※2  200,000 200,000  400,000

  6. 未払法人税等   2,532,836 1,195,154  2,283,510

  7. 賞与引当金   1,130,000 1,086,000  1,240,000

  8. 返品調整引当金   265,747 266,433  228,715

  9. その他 ※4  3,462,490 3,351,316  4,111,304

     流動負債合計   21,054,742 54.7 20,754,614 51.9  21,547,309 54.5

Ⅱ 固定負債    

  1. 社債 ※2  200,000 ―  ―

  2. 長期借入金 ※2  1,551,500 2,709,000  2,206,000

  3. 退職給付引当金   29,835 3,276  629

  4. 役員退職慰労引当金   596,475 640,233  616,495

  5. その他   144,177 110,678  143,178

     固定負債合計   2,521,987 6.6 3,463,188 8.7  2,966,303 7.5

     負債合計   23,576,730 61.3 24,217,803 60.6  24,513,612 62.0

（資本の部）   

Ⅰ 資本金   2,568,600 6.7 2,568,600 6.4  2,568,600 6.5

Ⅱ 資本剰余金    

  1. 資本準備金   2,650,600 2,650,600  2,650,600

     資本剰余金合計   2,650,600 6.9 2,650,600 6.6  2,650,600 6.7

Ⅲ 利益剰余金    

  1. 利益準備金   80,500 80,500  80,500

  2. 任意積立金   6,168,698 6,159,135  6,168,698

  3. 中間(当期)未処分利益   3,404,097 4,244,674  3,539,790

     利益剰余金合計   9,653,296 25.1 10,484,309 26.3  9,788,989 24.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金   8,520 0.0 12,685 0.1  10,824 0.0

Ⅴ 自己株式   ― ― △375 △0.0  ― ―

     資本合計   14,881,017 38.7 15,715,819 39.4  15,019,013 38.0

     負債及び資本合計   38,457,748 100.0 39,933,622 100.0  39,532,626 100.0
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中間損益計算書 
（単位：千円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度 
要約損益計算書 

（
自  平成15年９月１日
至  平成16年２月29日

） （
自  平成16年９月１日
至  平成17年２月28日

） （
自  平成15年９月１日
至  平成16年８月31日

） 

期別
 
 
 
科目 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

   ％ ％  ％

Ⅰ 売上高   41,596,819 100.0 43,378,202 100.0  80,355,779 100.0

Ⅱ 売上原価   20,758,273 49.9 22,740,075 52.4  40,913,882 50.9

     売上総利益   20,838,545 50.1 20,638,126 47.6  39,441,897 49.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費   15,667,305 37.7 17,765,043 41.0  32,325,374 40.2

     営業利益   5,171,240 12.4 2,873,083 6.6  7,116,522 8.9

Ⅳ 営業外収益 ※1  191,926 0.5 194,332 0.5  366,622 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※2  337,612 0.8 254,583 0.6  801,711 1.0

     経常利益   5,025,553 12.1 2,812,831 6.5  6,681,432 8.3

Ⅵ 特別利益 ※3  50,361 0.1 ― ―  70,717 0.1

Ⅶ 特別損失 ※4  450,959 1.1 464,598 1.1  1,629,749 2.0

     税引前中間(当期)純利益  4,624,956 11.1 2,348,232 5.4  5,122,400 6.4

     法人税、住民税及び事業税 2,520,000 1,126,000 3,440,000 

     法人税等調整額  △215,993 2,304,007 5.5 26,512 1,152,512 2.6 △774,242 2,665,757 3.3

     中間(当期)純利益   2,320,949 5.6 1,195,719 2.8  2,456,642 3.1

     前期繰越利益   1,083,147 3,048,954  1,083,147

     中間(当期)未処分利益  3,404,097 4,244,674  3,539,790
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（
自  平成15年９月１日 

至  平成16年２月29日 
） （

自  平成16年９月１日

至  平成17年２月28日
） （

自  平成15年９月１日

至  平成16年８月31日
） 

1.資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

      移動平均法による原価法を採用し

ております。 

 

1.資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

同    左 

 

1.資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券 

  ①子会社株式及び関連会社株式 

同    左 

 

  ②その他有価証券 

      時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用して

おります。 

      時価のないもの 

        移動平均法による原価法を採用

しております。 

 

  ②その他有価証券 

      時価のあるもの 

同    左 

 

 

 

 

      時価のないもの 

同    左 

  ②その他有価証券 

      時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しており

ます。 

      時価のないもの 

同    左 

 

 (2)デリバティブ 

        時価法を採用しております。 

 

(2)デリバティブ 

同  左 

 

(2)デリバティブ 

同  左 

 

 (3)たな卸資産 

  ①商品、製品、仕掛品、原材料 

      総平均法による原価法を採用して

おります。 

      ただし、季越商品・製品について

は、販売可能価額を基準として評価

減を実施しており、これによる金額

は売上原価に算入しております。 

    （評価損計上額428,477千円） 

 

 (3)たな卸資産 

  ①商品、製品、仕掛品、原材料 

      総平均法による原価法を採用して

おります。 

      ただし、季越商品・製品について

は、販売可能価額を基準として評価

減を実施しており、これによる金額

は売上原価に算入しております。 

    （評価損計上額552,872千円） 

 (3)たな卸資産 

  ①商品、製品、仕掛品、原材料 

      総平均法による原価法を採用して

おります。 

      ただし、季越商品・製品について

は、販売可能価額を基準として評価

減を実施しており、これによる金額

は売上原価に算入しております。 

    （評価損計上額749,128千円） 

  ②貯蔵品 

      最終仕入原価法を採用しておりま

す。 

 

  ②貯蔵品 

同    左 

 

  ②貯蔵品 

同    左 

 

2.固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用し

ております。 

      なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

      建物                  ３～50年 

      その他                ２～20年 

 

2.固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産 

同    左 

 

2.固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産 

同    左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（
自  平成15年９月１日 

至  平成16年２月29日 
） （

自  平成16年９月１日

至  平成17年２月28日
） （

自  平成15年９月１日

至  平成16年８月31日
） 

 (2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

      なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）による定額法を採用して

おります。 

 

 (2)無形固定資産 

同    左 

 

 (2)無形固定資産 

同    左 

 

 (3)長期前払費用 

      均等償却を採用しております。 

 

 (3)長期前払費用 

同    左 

 (3)長期前払費用 

同    左 

3.引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 

3.引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

同    左 

 

3.引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金 

同    左 

 

(2)投資損失引当金 

関係会社株式の価値の下落による

損失に備えるため、関係会社の財政

状態等を勘案し、個別検討による必

要額を計上しております。 

 

 (2)投資損失引当金 

同  左 

 

(2)投資損失引当金 

同  左 

 

 

 

 (3)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しております。 

 

 (3)賞与引当金 

同    左 

 

 (3)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額の当期

負担額を計上しております。 

 

 (4)返品調整引当金 

中間期末日に予想される売上返品

による損失に備えるため、過去の返

品率等を勘案し、将来の返品に伴う

損失予想額を計上しております。 

 

 (4)返品調整引当金 

同    左 

 

 (4)返品調整引当金 

期末日に予想される売上返品によ

る損失に備えるため、過去の返品率

等を勘案し、将来の返品に伴う損失

予想額を計上しております。 

 

 (5)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生していると認

められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。 

数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による

定額法により、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。 

 

 (5)退職給付引当金 

同    左 

 

 (5)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額

を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。 

数理計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による

定額法により、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（
自  平成15年９月１日 

至  平成16年２月29日 
） （

自  平成16年９月１日

至  平成17年２月28日
） （

自  平成15年９月１日

至  平成16年８月31日
） 

 (6)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

 (6)役員退職慰労引当金 

同    左 

 

 (6)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 

4.リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

4.リース取引の処理方法 

同    左 

 

4.リース取引の処理方法 

同    左 

 

5.ヘッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

      なお、為替予約については、振当

処理の要件を満たしている場合には

振当処理を採用しており、金利スワ

ップについては、特例処理の要件を

満たしている場合には特例処理を採

用しております。 

 

5.ヘッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法 

同    左 

 

5.ヘッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法 

同    左 

 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ①ヘッジ手段…為替予約 

    ヘッジ対象…外貨建買掛債務及び外

貨建予定取引 

  ②ヘッジ手段…金利スワップ 

    ヘッジ対象…借入金の利息 

 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同    左 

 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同    左 

 

 (3)ヘッジ方針 

      内部規程である「デリバティブ管

理規程」に基づき、為替変動リスク

及び金利変動リスクをヘッジしてお

ります。 

 

 (3)ヘッジ方針 

同    左 

 

 (3)ヘッジ方針 

同    左 

 

 (4)ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約については、為替予約の

締結時に、リスク管理方針に従っ

て、同一通貨建による同一金額で同

一期日の為替予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の為替相場の変

動による相関関係は完全に確保され

ているので中間決算日における有効

性の評価を省略しております。 

      また、金利スワップについては、

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているので中間決算日における

有効性の評価を省略しております。 

 

 (4)ヘッジの有効性評価の方法 

同    左 

 

 (4)ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約については、為替予約の

締結時に、リスク管理方針に従っ

て、同一通貨建による同一金額で同

一期日の為替予約をそれぞれ振当て

ているため、その後の為替相場の変

動による相関関係は完全に確保され

ているので決算日における有効性の

評価を省略しております。 

      また、金利スワップについては、

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているので決算日における有効

性の評価を省略しております。 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（
自  平成15年９月１日 

至  平成16年２月29日 
） （

自  平成16年９月１日

至  平成17年２月28日
） （

自  平成15年９月１日

至  平成16年８月31日
） 

6.その他中間財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

6.その他中間財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同    左 

 

6.その他財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同    左 

 
  
 

会計処理の変更 

 
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（
自  平成15年９月１日 

至  平成16年２月29日 
） （

自  平成16年９月１日

至  平成17年２月28日
） （

自  平成15年９月１日

至  平成16年８月31日
） 

                         

 

 

                         

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第6号 平成

15年10月31日）が平成16年8月31日に

終了する事業年度から適用できること

になったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用して

おります。これにより税引前当期純利

益が881,471千円減少しております。

なお、減損損失累計額については、土

地の金額から直接控除しております。

 

 

追加情報 

 
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（
自  平成15年９月１日 

至  平成16年２月29日 
） （

自  平成16年９月１日

至  平成17年２月28日
） （

自  平成15年９月１日

至  平成16年８月31日
） 

                         

 

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法律」

(平成15年法律第9号)が平成15年3月31日

に公布され、平成16年4月1日以後に開始

する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当中間会計期間か

ら「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号）に従

い法人事業税の付加価値割及び資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計上

しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

64,028千円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益がそれぞれ64,028

千円減少しております。 
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注記事項 
(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度 

（平成16年２月29日現在） （平成17年２月28日現在） （平成16年８月31日現在） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

3,921,108千円 

 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

4,529,887千円

 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 

 4,228,489千円

 

※2.担保提供資産 

  （担保に供している資産） 

 建物 192,780千円

 土地 1,903,832  

 敷金保証金 1,488,674  

 計 3,585,286  
 

※2.担保提供資産 

  （担保に供している資産） 

 建物 182,559 千円

 土地 1,028,263  

 敷金保証金 1,348,674  

 計 2,559,496  
 

※2.担保提供資産 

  （担保に供している資産） 

 建物 187,582 千円

 土地 1,028,263  

 敷金保証金 1,488,674  

 計 2,704,519  
 

  （上記に対応する債務） 

 1年内返済予定の長期借入金 1,880,000 千円

 1年内償還予定の社債 200,000  

 社債 200,000  

 長期借入金 1,251,655  

 計 3,531,655  
 

  （上記に対応する債務） 

 1年内返済予定の長期借入金 1,815,500 千円

 1年内償還予定の社債 200,000  

 長期借入金 1,816,155  

 計 3,831,655  

 

 

  （上記に対応する債務） 

 1年内返済予定の長期借入金 2,100,000 千円

 1年内償還予定の社債 400,000  

 長期借入金 1,597,155  

 計 4,097,155  

  3.偶発債務 

  ①関係会社のリース会社の未経過リー

ス料に対して次のとおり保証を行っ

ております。 

      ㈱プラックス            890千円 

  3.偶発債務 

  ①                      

 

  3.偶発債務 

  ①関係会社のリース会社の未経過リー

ス料に対して次のとおり保証を行っ

ております。 

      ㈱プラックス           404千円

  ②関係会社の未払代金に対して次のと

おり保証を行っております。 

      ㈱イント・トラベル    6,998千円 

  ②関係会社の未払代金に対して次のと

おり保証を行っております。 

      ㈱イント・トラベル   13,562千円

  ②関係会社の未払代金に対して次のと

おり保証を行っております。 

      ㈱イント・トラベル  12,946千円

 

※4.消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債「その他」に含

めて表示しております。 

 

※4.消費税等の取扱い 

同  左 

※4                      

 

  5. 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行４行と当座貸越契

約を締結しております。この契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

      当座貸越極度額   3,000,000千円 

      借入実行残高       200,000     

          差引額       2,800,000 

 

  5. 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行４行と当座貸越契

約を締結しております。この契約に

基づく当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

      当座貸越極度額   3,050,000千円

      借入実行残高            ―    

          差引額       3,050,000 

 

5. 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行４行と当座貸越

契約を締結しております。この契約

に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

      当座貸越極度額   3,000,000千円

      借入実行残高      200,000    

          差引額       2,800,000 

 

※6.中間期末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、中間会計期間末

日が金融機関の休日であったため、次

の中間期末日満期手形が、中間会計期

間末残高に含まれています。 

   受取手形      20,541千円 

 ※6.                      ※6.                     
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(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（
自  平成15年９月１日 

至  平成16年２月29日 
） （

自  平成16年９月１日

至  平成17年２月28日
） （

自  平成15年９月１日

至  平成16年８月31日
） 

※1.営業外収益の主要項目 

      受取利息            12,309千円 

      不動産収入          78,307 

 

※1.営業外収益の主要項目 

      受取利息              8,057千円

不動産収入           71,028 

 

※1.営業外収益の主要項目 

      受取利息            27,224千円

      不動産収入         150,682 

 

※2.営業外費用の主要項目 

      支払利息            33,797千円 

      店舗等除却損         

 建物 81,447  

 有形固定資産「その他」 52,206  

 投資その他の資産「その他」 27,559  

 撤去費用 21,247  

 計 182,459  

      株式公開費用        92,786 

※2.営業外費用の主要項目 

      支払利息            26,316千円

      店舗等除却損         

 建物 101,093  

 有形固定資産「その他」 52,384  

 敷金保証金 7,316  

 投資その他の資産「その他」 16,958  

 撤去費用 21,226  

 計 198,978  
 

※2.営業外費用の主要項目 

      支払利息           61,373千円

店舗等除却損        

 建物 252,741  

 有形固定資産「その他」 125,454  

 敷金保証金 80,194  

 投資その他の資産「その他」 65,923  

 撤去費用 52,450  

 計 576,764  
 

 このうち、建物に1,160千円、有形固

定資産「その他」に1,101千円減損損失

が含まれております。 

当社は店舗別にグルーピングを行

い、また、賃貸不動産及び遊休資産に

ついては個別に減損損失の認識の判定

をしております。 

この結果、当中間会計期間末までに

退店の意思決定をした以下の店舗につ

き帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を店舗等除却損に含め

て営業外費用に計上しております。 

なお、回収可能価額は正味売却価額

を使用しております。 

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

㈱パルコ

熊本店 

(熊本県熊本市)

店舗
建物

その他
2,261

 

 

 

※3.特別利益の主要項目 

 貸倒引当金戻入益     50,361千円 

 

※3.特別利益の主要項目 

                         

 

※3.特別利益の主要項目 

   貸倒引当金戻入益    70,717千円
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（
自  平成15年９月１日 

至  平成16年２月29日 
） （

自  平成16年９月１日

至  平成17年２月28日
） （

自  平成15年９月１日

至  平成16年８月31日
） 

※4.特別損失の主要項目 

 固定資産除却損        

 建物 16,211千円 

 有形固定資産「その他」 2,848  

 敷金保証金 350  

 撤去費用 18,740  

 計 38,150  

 関係会社整理損      

 投資損失引当金繰入額 210,983  

 貸倒引当金繰入額 131,286  

 関係会社株式評価損 17,172  

 計 359,441  

投資不動産評価損     53,367 

※4.特別損失の主要項目 

      関係会社整理損      

 投資損失引当金繰入額 7,065千円

 貸倒引当金繰入額 457,533  

 計 464,598  

 

 

※4.特別損失の主要項目 

      固定資産除却損        

 建物 16,211千円

 有形固定資産「その他」 4,472  

 敷金保証金 700  

 撤去費用 25,765  

 計 47,149  

      関係会社整理損      

 投資損失引当金繰入額 383,918  

 貸倒引当金繰入額 246,670  

 関係会社株式評価損 17,172  

 計 647,761  

      減損損失 

  当社は店舗別にグルーピングを行い、

また、賃貸不動産及び遊休資産について

は個別に減損損失の認識の判定をしてお

ります。 

 この結果、地価の下落している以下の

土地につき帳簿価額を回収可能価額まで

減 額 し 、 当 該 減 少 額 を 減 損 損 失

（881,471千円）として特別損失に計上

しております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額を

使用し、不動産鑑定評価額等により評価

しております。 

場所 用途 種類 
減損損失

（千円）

賃貸駐車場 

(千葉市美浜区) 
駐車場 土地 875,568

遊休地3件 

(栃木県那須郡他) 

遊休 

不動産 
土地 5,903

 
 

5.減価償却実施額 

      有形固定資産       520,721千円 

  無形固定資産        17,854 

 

5.減価償却実施額 

      有形固定資産       677,524千円

      無形固定資産        10,034 

 

5.減価償却実施額 

      有形固定資産    1,154,166千円 

      無形固定資産       32,545 
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(リース取引関係) 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（
自  平成15年９月１日 

至  平成16年２月29日 
） （

自  平成16年９月１日

至  平成17年２月28日
） （

自  平成15年９月１日

至  平成16年８月31日
） 

1.リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 
取得価額 

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

中間期末

残高 

相当額 
 千円 千円 千円 

有形固定資産 

｢その他｣ 
1,050,062 598,347 451,715 

無形固定資産 221,354 91,237 130,117 

合計 1,271,417 689,584 581,832 
 

1.リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 
取得価額 

相当額 

減価償却

累計額

相当額

中間期末

残高 

相当額
千円 千円 千円

有形固定資産

｢その他｣
1,050,570 478,879 571,691

無形固定資産 254,205 85,863 168,342

合計 1,304,776 564,742 740,033
 

1.リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

 
取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

期末残高

相当額

千円 千円 千円

有形固定資産

｢その他｣
1,088,921 494,034 594,886

無形固定資産 284,520 117,667 166,853

合計 1,373,442 611,702 761,739
 

 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 

       １年内            223,163千円 

       １年超            374,720     

         計              597,884 

 

 

 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 

       １年内             247,277千円  

       １年超             514,181    

         計               761,459 

 

 

(2)未経過リース料期末残高相当額 

      １年内             255,511千円

      １年超             528,030    

        計               783,541 

 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

      支払リース料        139,323千円 

      減価償却費相当額    128,231 

      支払利息相当額        8,783 

 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

      支払リース料        152,243千円  

      減価償却費相当額    140,939 

      支払利息相当額       10,110 

 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

      支払リース料       271,187千円

      減価償却費相当額   257,630 

      支払利息相当額      17,815 

 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

    減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

    減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

 

 

 

利息相当額の算定方法 

同    左 

 

 

 

 

(減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失はあ

りませんので、項目別の記載は省略して

おります。 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の

算定方法 

    減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

 

 

 

利息相当額の算定方法 

同    左 

 

 

 

 

(減損損失について) 

 同    左 
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(有価証券関係) 

 

        前中間会計期間末（平成16 年２月29日現在） 

          子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

        当中間会計期間末（平成17年２月28日現在） 

          子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

        前事業年度末（平成16年８月31日現在） 

          子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

(発行済株式数の増加内訳) 

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（
自  平成15年９月１日 

至  平成16年２月29日 
） （

自  平成16年９月１日

至  平成17年２月28日
） （

自  平成15年９月１日

至  平成16年８月31日
） 

平成15年９月24日付公募による新株の発行 

①株式の種類及び数 普通株式2,000,000株 

②発行価格 １株につき 1,800円 

③引受価額 １株につき 1,701円 

④払込金額の総額       3,402,000千円 

⑤資本組入額の総額       1,360,000千円 

   

                         

 

平成15年９月24日付公募による新株の発行 

①株式の種類及び数 普通株式2,000,000株 

②発行価格 １株につき  1,800円 

③引受価額 １株につき  1,701円 

④払込金額の総額       3,402,000千円 

⑤資本組入額の総額       1,360,000千円 
 

 

 

(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（
自  平成15年９月１日 

至  平成16年２月29日 
） （

自  平成16年９月１日

至  平成17年２月28日
） （

自  平成15年９月１日

至  平成16年８月31日
） 

                         

 

 

 

 

                         

 

 

 当社は、当社グループの展開する多ブラ

ンド戦略を拡充するため、平成16年9月14日

開催の取締役会において、株式会社アング

ローバルの全株式を取得することを決議

し、平成16年9月30日付けで100%子会社とし

ました。 

  
 
①会社名 株式会社アングローバル 

②事業内容 「マーガレット・ハウ 

エル」等のブランドの 

企画・製造・販売 

③事業規模 平成16年6月期 

 売上高 6,128,490千円 

 資本金   90,000千円 

④取得株式数 120,000株 

（議決権割合100%） 

  

 

 


